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は じ め に 

 零細小売業は，これまで主要な研究対象として位置づけられていなかった。零細小売業は資

本主義の発展とともに消滅する，とされていたにも拘らず，なぜ 1980年代まで増加したのか，

なぜ今日でも大量の層として存在しているのか，その存立の仕組みや構造は十分に明らかにさ

れていない。商業論においては「前時代的な経営を続けてきた存在で」［森下 1970：252］，大
規模小売業の影響を受け衰退するものとして，中小企業論では非合理な「個人的経営性」［末松

1958：27］を持つものとして零細小売業を扱っていたために，存立の意味を明らかに出来なかっ

たのである。 

 本稿では年代的には 80 年代以前の，地域においては郡部における零細小売業を対象に，こ

れまで十分に検討されてこなかった零細小売業の存立の意味を明らかにするために，先行研究

を補完するものとして家業論的アプローチを視野に入れながら，零細小売業研究における課題

と方法を述べるものである。 

第 1節 零細小売業の現状 

1-1 零細小売業の現状 

 1956年から 2002年の『商業統計』によって零細小売業の位置づけを，まず確認しておこう。
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卸売業及び小売業（以下，「全体」）と小売業を営む商店の概要を表した表 1 によれば，「全体」

の商店数は 1982年の 215万商店数をピークに 2002年の約 168万商店数まで減少している。
「全体」の約 6割が小売業であり，その商店数は 1982年の 172万商店数を 100とすると，2002

年には 76まで減少し，なかでも従業者規模 1～4名の小売業（以下，1～4名小売業）の商店数減

少には著しいものがある。この 1～4 名小売業商店数は，商業統計で個人商店に分類される商
店（以下，「個人経営」）の商店数に近似しており，1～4名小売業を指して個人商店といってほぼ

良いだろう。その「個人経営」の商店数の中で，約 3～4割は郡部 1) において経営される商店

である。従業者数では，小売業は常時，「全体」の約 6割の従業者を抱えている。「個人経営」
の従業者割合では，「全体」の 59.2％（1956年）を最高に一貫して減少傾向にあり，2002年で

は 2 割にも満たない。年間販売額では，小売業は「全体」の約 2 割である。「個人経営」の年

間販売額割合は 2002年で「全体」の 3.4％であり，1979年以降 1～4名小売業の商店数が「個
人経営」の商店数を上回っているが，「全体」における 1～4名小売業の年間販売額割合はそれ

程大きくはならない。この割合は僅かだが，小売業だけにおいてみれば，少なくとも 1985 年

までは 3割以上を占めていた。また 1～4名小売業の従業者数割合では，1979年まで「全体」
の 3割，小売業のみでは 5割に及ぶ 300万人近い従業者を抱えていた。2002年においても 200

万人近い従業者が，零細小売業であるところの個人商店で従事している（表 2）。 

 
1-2 零細小売業の減少要因 

 零細小売業の減少要因を検討 2) する場合，立地 3)（地域別）以外には大きく分けて二つ考え

られる。業種別に検討しているのは番場［2003］である。業態から検討しているのは清成忠男・
田中利見・港徹雄［2004］『中小企業論』である［他に池田他 1993］。 

 地域別の検討では，主に所得構造の変化と零細小売業商店数の変動との関連を見たものであ

る。所得増加の地域には大型店の出店がみられるため，零細小売業の減少要因は大規模小売業

の進出によるものとする。 

 番場による業種別検討では，1982年以降の零細小売業の減少で最も多いのは「飲食料品小売

業」で，スーパーマーケット（以下，スーパー）の展開とそこでの飲食料品の取扱量が増加した

ため，消費者の飲食料品購入先の一部が業種店としての零細小売業からスーパー等へ移行して

きた結果とする。番場は，この「飲食料品小売業」を更に 18業種に細分類し，「酒」「茶」「菓 

                                                           
 1) 『商業統計』における分類での郡部。 
 2) 零細小売業減少の要因は主要には外部環境要因の変化と合わせて，商店内部の環境要因から考察されるのが
通常である。石井［1996a］，佐々木［1996］，馬場［1992］，野口［1987］，池田［1990］等多数。 

 3) 兵庫県の主要な商店街の商店を郡市別，業種別，販売高階層別に調査分析をするとともに，地域的異質性の
観点から，小売商業の構造の特質を解明したものとしては荒川［1985］。他に石沢［1900］。 
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                  表 2 1～4名規模小売業        （単位：人，百万円） 
 

従業者数 年間販売額 

年 
人数 

小売業全体に
対する割合
（％） 

全国(卸・小
売）に対する
割合（％） 

金額 
小売業全体に
対する割合
（％） 

全国(卸・小
売）に対する
割合（％） 

1956 2,167,977 72.1 50.4 1,669,204 55.7 11.2 
1958 2,267,034 69.3 47.0 1,832,497 51.6 10.5 
1960 2,233,132 64.0 41.2 2,024,329 46.9 8.9 
1962 2,179,400 61.4 38.4 2,777,659 45.2 8.3 
1964 2,247,522 59.0 35.5 3,546,256 42.5 7.5 
1966 2,401,959 57.3 33.1 4,355,125 40.8 6.9 
1968 2,501,637 53.8 34.1 5,860,304 35.5 7.4 
1970 2,585,658 52.5 33.2 7,447,895 34.2 6.8 
1972 2,631,496 51.2 32.3 9,584,155 33.9 7.1 
1974 2,731,871 51.5 31.8 13,750,007 34.1 6.4 
1976 2,871,065 51.5 31.6 19,097,505 34.1 6.9 
1979 2,979,342 50.0 30.9 24,602,334 33.4 7.1 
1982 3,057,224 48.0 29.2 30,904,522 32.9 6.3 
1985 2,895,275 45.7 28.0 31,702,718 31.2 6.0 
1988 2,861,690 41.8 25.6 32,078,692 27.9 5.7 
1991 2,785,779 40.2 23.8 38,230,523 27.2 5.4 
1994 2,496,087 33.8 20.9 33,386,256 23.3 5.1 
1997 2,332,566 31.7 20.3 32,057,520 21.7 5.1 
1999 2,111,108 26.3 16.9 26,294,223 18.3 4.1 
2002 1,977,636 24.8 16.5 22,272,617 16.5 4.1 

資料 『商業統計』より作成 
 
 
子（製造小売）」「パン（製造小売）」「料理品」の 5業種以外の 12業種は，取扱商品において，大

規模小売業やコンビニエンス・ストア（CVS）などとの違いを明確に示せないため，零細小売

業商店数の減少率が 4割を超えていたとする［番場 2003：74-79］。 

 業態から検討した清成他によれば，（1）量販店，食品スーパー等が大規模な売り場とチェー

ン展開による規模の経済を追求する新業態を 70年代から 80年代前半にかけて確立した。（2）
CVS，ホームセンター，ディスカウント・ストア，通信販売のように，一ヶ所で特定範囲の生
活用品が選択的に購入できる，ワンストップ・ショッピングの便利さを提供する業態ができた。

（3）生活の局面を再分化し，限定した分野のなかで「範囲の経済」を追求する新業態が生ま

れた。と，いった状況から旧来の業種による店舗の存立が困難になったとする。そして，この

ような業態の店舗は，流通技術の高度化と資本ストックの上昇によって，よほどの情報力，資

金力，行動力がなければ経営に行き詰まることが予想され，開業店数の減少を招き，小売店数

の減少に結びついているとするものである［清成他 2004：108-115］。 

 結論的にいえば，零細小売業は，「商人としての積極性，力量不足，ひいては商業資本として
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の性格の欠如」［馬場 1992］ゆえに消滅していったとする 4)。しかし，零細小売業を流通の効

率化だけで切り捨てるのではなく 5)，零細小売業の存立の意味を明確にするためには内部に立

ち入った研究が必要となる。 

第 2節 零細小売業の学説検討 

 零細小売業，または家族経営あるいは家業ともいわれる個人商店についての内在的な研究は，

個人として活動を行なう（＝個人企業 6)）ために家計と経営が未分離である傾向が強く，経営状

況を記録した資料が個人的な性格を持っている。そのために公開されることが少ない 7) といっ
た資料的制約から十分に行われているとはいえないが，零細小売業研究について筆者の管見す

るところによれば，以下の 2つのアプローチに整理されると思われる。経営規模の大きさから

アプローチをする中小企業論的アプローチと，小売業のもつ機能・役割など商業の本質からア

プローチする商業論的アプローチである。 

  
2-1 中小企業論アプローチ 

 中小企業論の中で零細小売業がどのように位置づけられてきたかについて，隅谷［他に中山

1970：237-238］が指摘するように，中企業と小企業とを分離してそれぞれの問題を究明しよ

うという発想を当初からもっておらず，中規模企業論として検討されてきた。さらに，中小・

零細企業が，中小産業を中心に存在することから，本来ならば中小産業論的方法と中小企業論

的方法とはそれぞれの方法の妥当性や有効性について明確な検討がなされなければならないに

も拘らず，中小企業論へと傾斜してしまった［隅谷 2003］という問題を持っている。以下では
中小企業研究の流れを追いながら，零細企業の位置づけを確認した後，その中で零細小売業が

どのように捉えられてきたかをみて行こう。 

2-1-1 生業的な零細小売業 

 「中小工業研究第 23 小委員会」8) の副委員長 瀧澤菊太郎によれば，戦前において「量的
                                                           

 4) 客不足経済の時代に・・・消費者の購買行動やライフスタイルに合わせた業態を基盤に経営をしていかなけ
ればならなくなったにもかかわらず，それが出来ずに減少していった［清成他 2004：111］。 

 5) 商業あるいはその担い手である商人は社会的に不要な中間搾取機構であるとか，あるいは搾取者であると
いって片付けてくるのが常であった［藤田他 1978：はしがき］。 

 6) 高田［1953：21-35］によれば個人企業とは，企業の発展に於ける最初の段階であり，企業家計未分化の形と
しての家業に連接するものである。個人企業は損益負担及び執行というすべての機能を自ら営む点においては

十分な企業者であり，個人企業が所有する生産財による利潤追求するのに対し，家業は所有する生産財による

利潤追求ではなく，効用を追求する点において企業とは異なるとする。森川［1997］はチャンドラー［1993］
の企業分類から創業者が所有し経営するが，階層的経営組織が成立していない企業を個人企業とする。 

 7) あるいは会計記録としては未整備や，廃棄されたりすることが多いためでもある。 
 8) わが国の経済に重要な位置をしめる中小企業についての研究は，戦前においても日本経済全体に関わる事と

（次頁に続く） 
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基準に基づく中小企業の概念」から研究が進められた。と同時に，「『量的規定』の内側に潜む

『質的規定』の重要性も指摘され，大企業と異なる体質を持つ，『特質有無型中小企業本質論』

が展開されてきた」［小林他 1997：7-34］。戦後は，大企業とは異質・多元的な中小企業を，外

側から規定することに対する疑問から，「問題性型中小企業本質論」が主流となった。しかし，

日本経済の高度成長過程を背景に，中小企業がもつ経済的・社会的役割を積極的に評価する「積

極的評価型中小企業論」が台頭してきたとする 9)。 

 中小企業に対する評価が変化したように，「生業的色彩が強く，家族労働を中心として生産・

販売に従事する『企業以前の経営』という本質 10) を持つ零細企業は，産業構造の高度化を阻
止する存在で，国民経済の低所得水準の 1要因として中小企業の底辺部分（中小企業の底辺部の

下限部分としての存在か，企業的性格が薄く零細経営として中小企業の外部に存在する）の一大集群」［磯

部 1963：1-4］，という 1960 年以前の零細企業に対する見方は，「わが国経済を積極的に担い
うる主体といった見方へ変わ」［渡会 1977：ⅲ］っていった。 

 しかし，零細企業への見方が変化して行く中でも，商業の問題は「研究途上」［氏原他 1977：
74］であり，今日でさえ 1960年以前における評価で止まっている。つまり，「企業以前の経営」
で，零細小売業は販売系列化やスーパーの出現という流通過程の変化の中で，それら変化の浸

透しない末端に「残存している・・・生業的な存在」［磯部 1963：6］，という評価である。 

2-1-2 「過剰人口の溜まり場」としての零細小売業 

 中小・零細企業の存立条件は中小企業研究の中心的な研究であった。そして中小・零細企業

の存立条件として長く認識されてきたのは，「過剰人口の溜まり場」11) としての役割であった。
                                                                                                                                                        

して捉えられたことから，1938年に「中小工業研究第 23小委員会」が設置された。 
 9) 瀧澤自身［1995］，「問題性によって規定される中小企業」概念と，その問題性を量的基準によって規定した
「中小規模企業論」を学問的に厳密に区別することを主張し，中小規模企業には問題性をもたない企業が存在

することを指摘している。中小企業研究は製造業が主であり，下請制・問屋制を中心に研究がなされてきた。

下請制に関する学説検討は，松井［2004］が簡潔且つ明快な整理をしている。 
10) 国民金融公庫が小零細企業研究を委託した日本学術振興会の中小企業委員会（「中小工業研究第 23小委員会」
を母体とする「産業構造・中小企業第 118 委員会」（1954 年設置）が，中小企業の量的規定，経済的社会的制
約，中小企業がもつ問題性の解明や近代化・組織化などの中小企業政策の研究を行う［小林他 1997：269］）の
中で一致した見解。 

11) 伊東［1961：113］，市川［1970］。清成によれば，経済が停滞し，労働力が過剰で中小企業となるべき予備
軍が豊富であれば，大企業が潜在的または不完全にしか征服していない分野に殺到し，中小企業分野における

過当競争が激しくなり，資本調達が伴わないために死亡率が高くなり，同時にそれを補充する新規参入も続出

し，中小企業は社会的体流現象を繰り返す［清成 1970：30-33］。森下［1970：252-253］は，商品の種類と規
模を問わなければ，商人になりたいという強い意志と希望以外があれば格別の技術はいらず，僅かな資金で事

足りる。また特殊の商才を持っていれば必要な開業資金を全く持っていない人ですら参入できるとする。番場

［1998］は，労働不足の状況が生じた高度成長期においても，零細な小売業は増加をつづけ，今日の景気後退
傾向進行の中でも零細小売業は減少していることから，このような相対的過剰人口の流通過程におけるプール

として認識できるのはある特定の時代のみに有効であるとする。 
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「『二重構造』を基礎的条件に，封鎖的な労働市場の中で過剰労働人口の低賃金利用や自己雇用 12)，

資本主義の落穂を拾うならば利潤は少ないが失業よりはまし
毅 毅

」［磯部 1963：6］で，参入の容
易さや「自立的家族経営から転落」［渡会 1977：291］によって一大集群が存在するとされた。

結果としてこのような存在により失業率は低く維持されていた。しかし，後述する「自営業モ

デル」との大きな違いは，零細小売業の存在を「過剰な」あるいは「不要な（unnecessary）」存

在と見ていることである。 
2-1-3 搾取する存在としての零細小売業 

 中小企業の量的基準が変化 13) するなかで，「中小企業問題を担うものが中小企業」とするこ
とに不備を唱えた伊東によれば，「すべての経済部面あるいは産業分野は階層的構成をもつもの

であり，支配的資本によりこれより遅れたもの，弱いものはこれにより没落や従属され，独占

段階に入ると，独占資本とならざる限りその圧迫をうけるものとなり，大企業に相対する極と

して中小企業」［伊東 1961：13-18］という，二重構造 14) に関連して中小企業の抱える問題を

捉えている。「大企業に相対する極として中小企業」がもつ問題とは，「労働を搾取しつつ，他

方では独占資本により収奪される中小資本の背負わせられる問題性である。この中には資本と

いえない小・零細経営も含まれ」［市川 1970：15-47］ているとした。 

2-1-4 「最適規模」としての零細小売業 

 以上のような消極的な評価とは別に，積極的な評価として大企業が提供する量産規格品や画

一的サービスに満足しない消費者の満足には，中小企業が効率的であり，大企業にない経済的・

社会的役割 15) を見出すものもあった。このような最適規模論［末松 1959］の根拠は，市場の

不完全競争による中小企業の存立条件から論じられた。存立条件を規定する中小企業の持つ性

格は，一般に所有と経営が一致していることから経営トップの個人的能力と性格によって論議

されてきた。中小企業の経済的・社会的役割を積極的に評価すれば，中小企業には（1）所有

と経営の一致からくる意思決定の早さ，（2）トップと従業員間，従業員相互の意思疎通の良さ，
（3）変化への対応の早さ等「中小企業の特徴を生かした強さ」［二場 1999：69］などの経営

の特徴があげられた。 

 このような積極的な評価は零細企業に対しても与えられた。しかし，零細小売業においては，

経営体を支える労働力の質に規定され，業主の高齢化に伴い労働の質が低下し，廃業は避けら
                                                           

12) 石井［1996b］，藤本［1996］。 
13) 「中小企業等共同組合法」において，常時従業員 300人未満を中小工業としているが，1952年 5月の改正ま
では 100人未満を中小工業としていた［藤田他 1954］。 

14) 二重構造と中小企業については植田［2004］参照。 
15) 中村によれば，大企業になっていない第三の企業グループ中堅企業は，地域の生活に多様性と個性を与える
ローカル・マーケットを担い，伝統を現代に再生し，産業主義によっては満たされることのない需要を満たし

ている。このような新しい型の地方産業のリーダーも中小企業である［中村 1997：14］。 
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れないとしても，「生きるために最後の手段とする人々や平均寿命が伸びたために高齢になって

も労働力の質の低下しない層」［渡会 1977：153-295］にとっての「最適規模」である，といっ
た極めて消極的なものであった。 

  
小括 

 「日本における資本主義の出発点である明治維新以降，工業における資本主義のために低賃

金労働力の要請，下請による下支えが必要とされ，零細経営もふくめ」16) 中小企業論の研究の

ほとんどは製造業が中心 17) となっている。そして大規模企業と比較して種々の問題が指摘さ
れたが，産業によって規模別格差は異なる。例えば，零細経営の特質を雇用労働者の「低賃金」

により説明しようとする見解は生業的規模をのぞけば妥当性をもたない［隅谷 2003：191-192］

ことが明らかになっている。つまり瀧澤氏の言葉を借りれば，経営問題 18) や金融 19)・労働問

題 20) が存在し，非合理的 21) な性格の「個人的経営性」22) が見られるとしても「問題性によっ

て規定される零細企業」概念と，その問題性を量的基準によって規定した「零細規模企業論」

を学問的に厳密に区別することが重要である。まして，零細小売業が労働者を搾取し，生業の

                                                           
16) 1960年以前には零細を中小と区別して扱うという問題意識は比較的少なかったが，1963年の中小企業基本法
では明らかに「小零細」と「中上層」とを区別して扱う姿勢を出している［中山 1970：237-238］。 

17) 流通分野について中村［1990：9-10］は，大量消費市場の形成という環境のもとで，寡占メーカー群が流通
の系列化を進めて，それぞれの市場でシェアを拡大しつつあったとき，労働力不足，賃金上昇という構造変化

に対応して，低価格政策と大量販売を結合させて，メーカー寡占への挑戦者として出現したのは流通企業群で

ある。既成の流通大企業，百貨店から生まれないで，中小商業のなかから主として発生し，当時「スーパー」

といわれ，後に「量販店チェーンストア」と呼ばれるようになった，とする。 
18) 定まった目標とその達成のための計画をもたず，日常業務と日々発生する諸問題への対応に終われている経
営状況は目的意識性，問題解決志向性もないため経営体質に変化はなく，たえず発生する問題のあとを追いか

ける成り行き管理［二場 1999：69］。 
19) 戦後復興から高度成長期にかけて，わが国の経済全般が大幅な資金不足に陥った中で，大企業を中心とする
産業復興が図られたため，中小企業向けの資金を量的に確保する事が深刻な課題であった。低成長期には，国

際化の伸展とともに金融自由化が進み，大企業においては，海外での資金調達など資金調達手段の多様化と銀

行離れが進展する一方で，中小企業における銀行借り入れ依存が強まった。その結果，資金調達のコストとそ

の選択の自由度といった質的な面において，大企業と中小企業との格差が大きくなっていた［庄林他 1999：89］。 
20) 中小企業の労働市場は，寡占体制のもとで形成される企業別に分断・封鎖された大企業労働市場の一般労働
市場から分離されたもので，賃金，労働時間，福祉など労働条件の規模別格差は，定着率の低さという形で現

われている［三宅 1999：109-123］。 
21) （1）非計画的，（2）組織を利用することが少ない，（3）近代的統制技術の欠如，（4）非社交性，（5）高コス
トの原料調達，（6）製造技術が遅れる，（7）販売能力が貧弱で過度競争的である，（8）資本の不足，（9）生業
的，（10）劣悪な労働条件など［末松 1958：49］。 

22) 末松［1958：49］。チャンドラー［1993：201，206，271］は，イギリス経済を個人資本主義と総括し，大
規模経営組織をもたない個人企業や，企業者企業（経営階層組織は導入するが，創業者やその後継者が企業の

中枢の株主で上級経営者）の経営者はトップ・マネジメントではなくミドル・マネジメントの職務遂行に専念

しており，創業者家族の内部でも内輪もめがしばしばあったとする。 
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ためだけに小売業を営む経営体であれば消滅していくだけである。確かに，零細小売業の経営

資源はそれ以上の規模と比べ限定を持ち，業主の年齢によって経営資源の質は低下し，後継者

の不在は廃業を増加させるが，ゴーイング・コンサーンとするかどうかの問題と，零細小売業

が企業としての資質を持っているかどうか，とは別の問題である。 

 二場［1999：69-81］によれば，存続するためには積極的な棲み分けが必要であり，経営目
的にそって諸資源を組み合わせて諸活動を計画し，組織を整え，実施し，その結果を分析・評

価して次の計画にフィードバックするというマネジメントの実践が必要である。そして，株主

との関係も雇用従業員との関係も普通は無い個人・家族集団の経営では，自社の活動と顧客の

ニーズとの関係を客観的に掴み，顧客にたいする自社の役割を自覚することが重要である，と

指摘する。 

しかし，中小企業論では，零細小売業が常に発展の可能性のないものという前提 23) で議論
したゆえに，零細小売業を社会問題としてしか捉えられなかったのである。 

  
2-2 商業論アプローチ 

 零細小売業を研究する上で商業 24) とは何か，商業資本は資本と規定できるのか，商業利潤

はどこから発生するのか，資本主義下における商業がもつ問題とはどのようなものかを，「生産

を伴わない再販売購入を商業と解する立場」をとる森下［1979：13］と，零細小売業について
まとまった研究がない状況下で，零細小売業研究についての書物『零細小売業研究―理論と構

造―』［出家 2002］を参考に検討してみよう。 

2-2-1 零細商業の規定 

 「生産と消費の間に商業が介在する基本的な理由は，社会的流通費用が節約される」25) とこ

ろにある。商業の一般的規定と関わって，商業利潤とは産業資本が本来果たすべき流通過程の

代理人としての報酬 26) とされる。そして，零細小売業の機能と役割は，商品流通を担う「毛
細血管的役割」［保田他 1994：24］とされた。 
                                                           

23) 必ずしも規模を拡大することを前提とせず，「生業としての近代化」の途があることを認識すべきである。・・・
一般的には生業的合理性という観点が，国民経済的合理性に一致しうるのである［磯部 1963：7］。 

24) 「商業」は広い概念としては「交換」一般のことであり，狭い概念としては財・サ-ビスの生産と消費の懸隔
を架橋することで，この架橋の役割を果たすのが流通であり，流通機能の全体像を扱う学問が「商学」である

［林 1999］。 
25) 森下［1970：134］。卸売業の存立根拠として引用されるものにホール［1957］の「取引総数最小化の原理」
がある。清成他によれば，これは生産者と消費者の間に中間業者が介入する事により取引数の減少を説明する。

この中間業者は必ずしも卸売業者を意味しない。小売業者の仕入れ本部やメーカーの販売会社，あるいは大手

の生協でも可能であるとする［清成他 2004：121］。 
26) 商人が生産者のためにその販売を代位することに対する報酬として，投下された資本の価値を超えて創り出
された価値（剰余価値）の中から分与される。その分与分が商人の売買差額として現われる［森下 1979：22］。 
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 零細小売業の研究を進めてきた出家によれば，零細小売業は資本主義に先行する「遺物」と

して捉えられているが，前期的性格を持つと同時に資本主義的な性格を持つ二重性を持つもの

であるとする。零細小売業についてこれまでの認識は，製造業の零細企業（＝小生産者）と商業

者の零細企業（＝小商人）とが「零細概念」において区別されてこなかったことにより，両者と

も「非資本的性格」を持つものと認識し，零細小売業の質的規定において「資本概念の未成立」

と「利潤概念の未成立」という定説を導き出したことに対して批判している［出家 2002：
123-205］。 

出家によれば，零細小売業の商業利潤が生活費に満たない小額であったとしても，再販売購

入を行なう商人の目的は営利であり，零細小売業も商業資本（商業の現実的規定）であることか

ら「資本概念及び利潤概念の未成立」という認識は間違いとした。そして，零細小売業の規定

を質的には「商業資本」で，量的には「商店主ならびに家族従業者からなる」ものと規定 27) し
た［出家 2002：206-221］。 

2-2-2 零細小売業の形態 

 出家によれば，零細小売業の現実的形態としては，大きく分けて二つの場合があるとする。

以下にこれを整理すると，一つは「家族従業」による零細小売業の「専業」において「商業資

本として相対的に自立性を保って存在する場合」である。この中には二つの形態があり，（1）

単に資本主義的生産＝産業資本の商品を取扱うことによって，資本主義的な商品流通の小売機

能を「代位補充」するものと，（2）典型的にはボランタリー・チェーン組織に加盟するという

近代的な経営システム（チェーンシステム）を自主的かつ任意に利用する形態である。 

 もう一つの場合は，「家族従業」という零細小売業としての「専業」を保ったままでの「系列

化に入り自立性を制限されながら存在する場合」である。この場合も二つの形態が見られる。

（1）寡占製造企業の系列の傘下に入り，これらの販売部門の一翼を担うことによって資本主

義的な適応を図ろうとするものと，（2）フランチャイズ・システムのコンビニエンス・ストア
経営を典型とするもので，大規模小売業の傘下に入り恒常的な他人労働 28) を雇用し，近代的

な経営システムを利用するという二つの形態である。そして，自立性を保っている場合も経営

者の高齢化，後継者不在という問題をかかえ，系列下に入っている場合も，再編・淘汰の傾向

                                                           
27) 出家によれば，「他人労働の雇用＝賃労働の雇用」があると言うことが実質的な「近代的な資本」の形成の認
識のメルクマールである［出家 2002：206］，としていることから出家の零細小売業における量的規定のなかに
は「経営者ならびに家族従業者と若干の賃労働者」も含まれるものと思われる。 

28) 恒常的な他人労働とはアルバイト，パート労働を指し，これらの労働（＝恒常的賃金労働関係）の有無が零
細小売業を規定する一つの基準とした。つまり，このような恒常的賃金労働に依存することによって，フラン

チャイズ・システムによる経営を行なう小売業は「家族従業」という零細小売業としての「専業」を保つとい

う独立的営業を維持していても，実質的には資本主義的な形態であることにより，零細小売業の範疇に入らな

いとするものである［出家 2002：13-14，565-566］。 
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がみられるなど，零細小売業は衰退化が強まっているとする［出家 2002：13-14］。 

 しかし，経営者の寿命とともに衰退し淘汰されるならば，なぜ，零細小売業は今日でも百万

近い商店が存在するのだろうか。参入が容易という理由だけで淘汰が見込まれる産業に新規参

入はないはずである。そこには，経済合理性だけでは説明できない側面があるはずである。 

2-2-3 商業政策 

 零細小売業のみならず中小商業を対象とする中小商業政策は，「①大規模小売商の規制による

中小小売商の保護，②流通効率化にかかわる中小企業『近代化』の二つの基軸によってなされ

てきた」［糸園 1983：176-177］。 

この二つの基軸が相互に相反し，離れ離れになっており，両者は一体となって運用されるべ

きのものであるとする糸園は，「この二つの基軸を結びつける社会保障制度が確立し，失業，疾

病，家族の増加，老齢にたいする危惧が国民の脳裡からなくなることによって，中小商業問題

（大型店問題）は社会問題としての側面を脱し，純粋に経済上の問題として解決の出発点に乗り，

流通の効率化・近代化という課題との同時的解決もまた可能となる」［糸園 1983：181］とす

る。 

しかし，1963年に制定された旧中小企業基本法について，清成は，「中小企業の生産力水準

を上昇させ，大企業との格差を是正しようとする近代化に重点がおかれているが，事業活動の

不利の補正も考慮され必ずしも救済的保護主義から制定されたものではない。そして，どのよ

うな中小企業を政策対象とするかは議論が分かれ，イデオロギーの相違が政策論の相違となっ

ている」ことを指摘している［清成 1970：323-324］。 

「零細小売業が資本主義以前の古い形態で，非資本的性格を本質にもつゆえに，資本主義社

会に適応できる形態でなく，経済的には弱者として現れることから擁護せよという見解と，そ

の様な本質をもつがゆえに，近代化に適合する形態でないから近代化の足枷になるのでは擁護

は望ましくない」［出家 2002： 4］という二つ見解があるなかで，零細小売業は資本的本質を
もつものとする出家の主張は，このような政策論の相違に対する零細小売業擁護の立場からの

回答であるといえる 29)。 

 大規模小売店舗法は，第一次百貨店法（1937 年成立），第二次百貨店法（1956 年成立）を吸収

する形で 1973 年に成立した。大規模小売店舗法の目的は消費者利益の保護に配慮しつつ，大

型店舗における小売業の事業活動を調整する事により，中小小売業の事業活動の機会を適正に

                                                           
29) 石井［1996b：66-67］はそうした「政策」が不可欠だと考えた利害集団，それを積極的に支援した人々，あ
るいはそれを黙認した社会・文化が，その背景には存在し，・・・「政策」を生み出した社会構造や小売業の内

部構造について深い分析が不可欠である，と指摘する。前述のように中小小売業研究のほとんどは「中小企業

問題」を中心課題としていたが，そこにあるのは規模の零細＝弱者という視点である。しかし，筆者は零細＝

弱者とは考えていない。 



立命館経営学（第 43巻 第 6号） 112 

確保することであったが，「第 2次世界大戦後の日本の流通政策は，一貫して中小企業の保護・

振興を重点施策として」［上田 1999：189］，70年・80年代を通じて継続してきた 30)。しかし，

「規制産業における競争劣位が今日の最重要な問題」31) であり，保護と結びつけて商業政策を

考えたところに商業政策の不十分さがあったのである 32)。  

2-2-4 流通論から見た零細小売業 

 「高度成長期の産物として流通革命 33) が語られた陰には，無数の中小商業者の生活基盤の

破壊，切捨てが隠されていた」［坂本 2004：84注記［8］］としても，流通論から零細小売業を

みれば，流通機構のなかの一つとして最終消費者にもっとも近い場所に位置するものが小売機

構であり小売業である，とするものである。 

「大メーカーが大量生産すれば商品が飛ぶように売れていた時代は過去のものとなった」［石

井 2003：はしがき］低成長期以降の変革する流通のなかで，その研究対象は「流通の進化」［田
島 2004］である。さらに 90 年代になると，「総じて消費財・サービスの供給ないしは供給能

力が需要を上回り，製造業者，卸売業者，小売業は，単に価格対応を行なうだけでなく，個別

ミクロの立場から需要を創造する商品開発や売り方提案が求められることになる。小売業が果

たすべき課題は，おおまかに言って，①トータル・コストの低減，②需要に対応した商品及び

需要を創造する商品の品揃えとその販売という 2点」［木下 1997：125］，という視点でシステ

ムとしての流通論からの研究 34) が進んでいる。しかし，ここには伝統的な個人商店の内部に
立ち入った研究が入る余地は極めて少ない 35)。 

                                                           
30) 2000年 6月に大規模店舗法は廃止され，市場メカニズムを重視しながら，地域コミュニティの健全な発展の
視点から大型店出店について勧告をおこなう大規模小売店舗立地法が成立。酒巻［2000］，通商産業省［1978］
等参照。 

31) 宮本［2004：238］。石井［2003：243］によれば，1979 年の改正によって，規制対象が一律 500 ㎡に引き
下げられ，・・・スーパーが，そうした規制外のコンビニエンス・ストアの設立へと一斉に走ったとする。 

32) 三輪［1989］参照。 
33) 田島によれば，1950 年代半ばから始まった流通革命は，生産技術や工業原理を流通に適用するものであり，
規格化・標準化の上に構築された大量流通・大量販売である。それは小売店を工場にすることであり人間の方

を動かすコンベアシステムであり，製品が消費者の手元に到着するのになんの障害もなくするのがマーケティ

ングの仕事である。端的にいえば，「流通部門のオートメーション化を図るのがマーケッティング」［日本経済

新聞 1993：6］だとして，小売店舗の大型化と中間卸売商を排除による太い流通経路構築が最終消費者・生産
者・製造業者・流通業者の利益に寄与するとした。しかし，①高度成長により経済の拡大，②大規模小売店舗

法などの規制，③新興小売業に於ける技術革新の不徹底により伝統的な流通機構を根本から改革できなかった

とする［田島 2004：270，13］。 
34) システムとしての流通論以外には，日本の古代から現代まで一人の執筆者が書いた構造論的な流通史として，
石井［2003］がある。それ以外にも矢作［1997］，川辺［1994］等がある。 

35) 流通システム論は，現代の大量生産と個人的消費の小規模分散性との懸隔を効率的に架橋するための議論が
中心である。CVSは，「規模の経済と不経済のバランス」［田村 1994］を，情報機器を駆使して高効率に実現し
ている業態である。消費の変化に機敏に対応し，死に筋商品を排除して売り場効率を高めている。しかし，そ

（次頁に続く） 
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小括 

 商業論アプローチでは，零細小売業が形態をどのように変えようとも衰退する事を前提とし

て論議された。そして，衰退する存在を保護するか，しないかの条件として零細小売商業の規

定をどの様にするかが中心的課題であった。出家によって質的には商業資本として明確に規定

されたが，零細＝弱者という見方は一貫しており 36)，商業資本として規定しても利潤の少なさ

から生業性とむすび付けて議論していたのである。出家は理論として零細小売業の本質を規定

したが，『零細小売業研究―理論と構造―』においては実証的な分析は行なっておらず，「経営

者は，隔靴掻痒を感じている」［土屋他 1989：188］のではないか。日々の経営活動の中での
様々な取引の関係も検討されておらず，また商店主たちの自立的な活動や家族経営に対する評

価は低く，あるいは評価さえもしてこなかったといってもよい。 

商業論は零細小売業経営が様々な節目においてリスクを引受け，マネジメントのあり方，取

引のあり方，労務管理のあり方を転換するような動態的な実態について解明しようとはしてこ

なかったのである。 

第 3節 零細小売業研究の視点 

3-1 零細小売業研究の視点 

 零細小売業について，先行研究では規模が零細だけで生業性 37) と結びつけ衰退するものと
して扱い 38)，その中心的課題は，「大型店問題」［坂本 2004；有田 1982］であった。その大型

店の展開による零細小売業の衰退は，その衰退に対応するために零細小売業をどのように規定

するかの理論的検討を促したが，茂木［1978］が指摘するように零細小売商業と中小小売商業

                                                                                                                                                        
れは損益分岐点を基準に数量が設定され，売り切ればおしまいという売切り型に近い場合もある。また，消費

者は売れ筋とされる商品のみしか提供されていない，と見ることもできる。さらに CVS経営における高いロイ
ヤリティ，長時間労働，不採算店の早期撤退など問題もある。本来トレードオフ関係にある配送頻度・時間・

ロットにおける規模の経済性との両立から流通システム論は生産段階までを範囲とするが，流通システム論か

らは個人商店の存在意味を十分に説明できない。 
36) 出家は「経済的弱者一辺倒ではない」［出家 2002:103］と述べつつも，「資本主義社会において零細小売業の
生き残りの問題を論じる」［出家 2002:592］，と零細小売業自身による発展や自立性は認めていないように思え
る。 

37) 清成他［2004：99，162］。清成［1997b］によれば，生業的家族経営とは営業と家計が未分離で，生活費で
ある業主所得の極大化を目的として行動するもので，賃金と利潤は分離されておらず企業としての経営計算は

行われていない経営を指す。これに対し家族中心の経営でありながらも，営業と家計は分離して家族労働も有

償化し，利潤の極大化を目的として行動する経営は企業的家族経営である，と家族経営について 2 つの区分を
行い，中小企業の大半は生業的経営であり，給与所得者と比較して遜色ない生活水準（豊富な耐久消費財の所

有，子弟の高進学率の実現等）の維持を生業的経営の大きな経営成果だとする。 
38) 商業の圧倒的多数は零細な小売業であるという前提のもとに，支配・収奪される存在として，あるいは「独
占」に対する「非独占」として一括して論議されてきた［番場 1998］。 
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の区別は言葉上だけにとどまり，本質論的検討がなされていなかった。本稿は零細小売業を量

的には従業者 1～4 名規模の商店で，質的には営利を追求する「商業資本」であるとの立場を
とっている。中小企業基本法 39) では，資本金 5,000万円または従業者 50人以下を中小商業，

従業者数 5 人以下を小規模企業と規定しているが，必ずしも零細企業と規定しておらず，「経

営と家計の不分離」「家族従業者の存在」など質的に求めようとしている［隅谷 2003：174］。
また，従業者 1～4名規模を零細としても，量的基準の従業者 1～4名の中に賃労働者を含むか

含まないか 40) は零細小売業研究において明確にしていない。 

 零細小売業すなわち個人商店は，主要には店主とその家族（及び若干の雇人）によって構成さ

れる商店であり，チェーン展開をする大規模ないし中規模小売業，すなわち組織 41) 的小売業

と比べると，情報力，資金力等経営資源において限定されている。個人商店経営における目的 42) 

が市場での優位性だけであるならば，市場からの退出は致し方のないことである。しかし，モー

タリゼーションの一層の進展と大型ショッピングセンターでの買い物が一般的になった今日で

さえ，郡部に立地する商店数は 30万以上であり，「個人経営」商店数の「全体」での割合は 1956

年とそれ程変化していない。このことだけをとっても零細小売業の持つ性格は，前述のように

経済合理性だけでは説明できない側面がある。 

零細小売業の社会経済的意味を検討するためには，以下のような 2つの視点から検討される

べきであろう。労働市場からの視点と社会的交換からの視点である。 
3-1-1 労働市場からの視点 

 野村［1998：84-88，171］は，労働時間，労働力，労働年齢さらには家族労働力の利用の仕

方において柔軟性を持つ自営業主と家族従業者の存在を「自営業モデル」として捉え，日本の

                                                           
39) 『中小企業基本法』，1963年制定，1973年・2001年改定。1963年基本法では小売業については資本金 1,000
万円以下，または従業員 50 人以下の会社か個人を中小商業とする。73 年改定では 5 人以下の企業を小規模企
業と想定し，一般中小企業よりも特別に配慮した施策の対象とした。2001年改定によって，資本金 5,000万円
以下と改定された。 

40) このことは零細小売業の質的規定にも関わるため重要であるが，番場［2003］によれば，零細小売業とは「規
模の零細な小売業」であり，その指標として従業者が 1～4人規模の小売商店を零細小売業と規定し，家族であ
るか賃労働者であるかは問わない。筆者も同様の立場である。なぜなら，賃労働者を含むことによって企業の

永続を図らなければならないといった社会的責任論があるが，企業の永続性を規定するものは雇用だけではな

いと考えるためである。また，零細小売業における特徴の一つに労働力の柔軟性があるためである。国民金融

公庫調査部［1967：94-95］によれば，資本と労働が未分離であり賃金と利潤は明確に区分されず，所得範疇は
いわば「業主所得」である第１段階から労働過程に従事するのは賃労働者だけで，業主は資本的機能を果たす

ようになり，労働と資本が明確に分離されている第４段階までの段階区分をし，零細経営を「資本と労働の分

化過程の中間的存在」とする。 
41) 組織とは目的達成のために複数行為者による協働関係のシステムである［富永 2001］。 
42) 個人的に経営される企業では，成長は主要な目的ではなかった。・・・価格競争よりも協調を好んだ［チャン
ドラー1993：245］。 
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失業率を低く抑えてきた「全部雇用」を支える重要な柱とした。そして「自営業モデル」の衰

退が社会福祉の基盤を掘り崩し，高失業率をもたらすものであるとして，80年代後半からの規
制緩和による零細小売業の衰退を捉えている。零細小売業が主婦や老人などの扶助や小遣い稼

ぎの「三ちゃん商業」，「ジジババストアー」という消極的な捉え方は以前からあったが，野村

のような積極的な評価はなかった。  

 また，「自営業モデル」として低失業率に貢献を果たしていただけでなく，パート労働として

地域住民に雇用の場も提供している。特に作業の繁閑の大きい農村部においては，現金収入を

得るところの雇用の場だけにとどまらず，販売先としても個人商店の存在は重要である。店主

をはじめ従業者の労働の配分・再生産のあり方，インセンティブの仕組みなど実証的な研究が

これまで欠けていたのではないか。もっと実際に即して検討する必要がある。 

3-1-2 社会的交換からの視点 

 今日の中小零細小売業の著しい減少は，「地域経済さらには経済そのものの地盤沈下につなが

る」［佐々木 1996：67］として商店街の空洞化，コミュニティの崩壊や「地域経済そのものが

大手資本の動向に左右される」［池田他 1993：16］など影響を与えている。清成は地域住民に
とっての一種インフラストラクチャーとして，地域住民の生活を支える基盤であり，地域の生

活文化を表現する存在であるとする［清成 1997b：118］。 

 小売業そのものが地域と深く結びつき 43)，中でも家業として営まれる零細小売業はより一層

地域との関係は深い。零細小売業と地域社会との関わりについて岩本は，かつて地方自治体に

よる事業を，町内会などの自治的な活動が担っていたことを取り上げ，その経費を小売商が負

担していたとする。町内整備と発展が立地に影響するため当然であったが，今日，商店が地域

と関わる形態は商店会活動に見られる。岩本は職住分離による地域社会の構造変化に伴って町

内会活動の内，地域との交流・親睦部分は「奥」44) を中心として町内会が，地域の経済発展に

ついては「店」による商店会が機能を分化していると見ることもできるとする［岩本 1985］。
つまり，店（家）ぐるみで地域と関わることが零細小売業には求められているのである。 

 都市部では 1960 年以来，店舗と住居の分離が見られ，それに伴う「家商分離」によって商

人にとって頼るべき貴重な経営資源を枯渇させただけでなく，商人と街との関係も希薄にした

［石井 1996b： 3-31］。しかし，郡部においては，今日でも「店」と「奥」が一体として営む

形態が残り，地域との関係は過疎化等の問題とも絡み，益々深くなっている。『商業統計』に見

る 30 万以上の商店数の存在する理由の一つでもあると思われる。零細小売業は単に経済活動

                                                           
43) 企業家精神からの検討で石井［1989］は，地縁的な相互依存性と自己資産回収困難性の 2 つによって中小小
売業者の多くは企業家的行動を制約されているとする。 

44) 営業を「店」，家計を「奥」とするもの。 
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を行なう場としてだけでなく 45)，社会的交換［富永 2001］の場としても重要な意味を持って

いるのである。そのことが，「流通革命」［林 1962；佐藤 1974］によって不合理な存在とされ
たにもかかわらず，80 年代前半まで商店数を増加させ，2002 年においても百万近い層として

大量に存在しているのである。社会交換的な側面をより具体的に明らかにし，検討する必要が

ある。  

 零細小売業研究において，以上の 2つの視点から再検討することが求められる。 

  
3-2 零細小売業の性格 

 零細小売業はそれ以上の規模の小売業と比べると，経営資源において限定されているが，第

1に，「自己の労働条件を自分で統制できる『自律性』をもっている」［鄭 2000］ことにより労

働力配分の柔軟性を持つ。また主として家族経営であるために，家族従業者の労働力配分もま

た柔軟性を持つと同時に，「家族的血縁的忠誠心」［チャンドラー1999：63］も得られるという

性格を持っている。第 2に，家計と経営の未分離の性格は，ともすれば生業的経営として企業

としての成長は望めないものとされている。しかし，資金調達において困難さを持っているな

らば家計からの資金調達は合理的な調達方法である。世帯単位で所得を捉えれば，あくまで自

己資金の運用であるともいえるのである。第 3に，家業として営まれる零細小売業は，店舗経

営の立場からだけでなく同一地域の住民としての立場からも顧客との長期信頼関係を構築する

ことができる。第 4に，「個人消費者と直接結びつく位置にある」［中野 1989：3］ために，市

場機会に敏感に反応できる存在である。零細な経営規模は組織的小売業と異なり階層的組織で

ないために意思決定の機動性を持っている。仮に市場機会の変化に対してリスクを引受けて行

動するならば，「企業家」［清成 1997a］としての性格を持つものとして見ることも可能である。 

 以上のような労働力配分の柔軟性による臨機応変な兼業労働力や勤勉性，同一地域住民とし

ての「律儀」な関係は，顧客や取引先との間に長期信頼関係を構築するという肯定的側面を持っ

てはいるが，勤勉性は自己及び従業者に労働強化を求めるだけに止まらず，従業者に対して自

己と同様の質を要求しながら分業が出来ないために組織的経営への転換を阻害する。また「律

儀」さは，飛躍的な事業展開や事業の存続さえも制限するという否定的側面も持っている。こ

のような肯・否定的側面は，家族制度 46) と結びつき，零細小売業が家業として営まれること

においてより特徴的に現れる。 

  

                                                           
45) 複雑な性格をもった「場」であり，また商店主と地域の人々の関係も，商人と顧客という「割り切った単純
な関係」におさまるものではない［石井 1996b：26］。 

46) 勤労のエートスは道徳として，家族制度をチャネルとして伝達していった［速水 2003：179］。 
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3-3 家業としての零細小売業 

3-3-1 家業とは 

 比較経営史の観点から家族経営を研究した中川によれば，「家業」とは本来「企業」と「家計」

が未分化のまま結びついている経済で，「家業」の成立は生業を確立した後，その繁栄を維持す

るために規律にもとづいた組織的行動を積み重ねること，すなわち「家政」のなかに「経営」

と呼んでよいもの，換言すれば，人間行為の有目的性・持続性が次第に現れることによる。し

かし，資本主義が成長するにつれその機能は縮小・分解の過程を辿り，近代的な「企業」の成

長，「家計」の確立，とともに分解・消滅の運命を辿らざるをえないが，歴史的にみた場合，こ

の「家業」の分解過程は経済理論において想定されているほどきわだったものでもなく，急速

でもない。今日なお多くの商店や町工場が「家業」として営まれているのみならず，先進工業

国の経済発展を推進してきた近代的大企業の場合も「家業」的な経営体制から脱皮の過程は意

外にも長期にわたっているとする［中川 1981：245-247］。しかし，資本主義が成熟しても，

なお「家業」的要素が根強く残存している場合すら少なくない 47)。 

3-3-2 家族経営における労働力の特徴 

 谷本［1998］は，明治末期から大正初期の織物生産者の内部史料を用いて詳細に分析し，家

業的経営における労働力の配分の柔軟性，兼業性が経営の円滑な運営に繋がっており，臨機応

変な兼業労働力の存在こそ，家族労働の特色とする。 

 天野は，個人商店において重要な役割を果たしている主婦の労働が「抑圧」的で過重という

面だけではなく，店主（夫）と同一の労働の場であることの積極的な面を捉えている。さらに妻 48) 

が担っている接客を中心とする「店内雑務」は，一般の雑用と異なり判断が必要で，代替性の

低い仕事であること。基本的には夫・妻の分担関係があるが，その関係は夫の不在や家業の繁

忙の状況により流動的で，夫・妻の互換性が見られることを明らかにしている［天野 1983；
1986］。また，人件費の節約を図るために，できる限り家族労働力で賄い，人手不足分だけ雇
用者を雇うといったことからも，小売業という労働集約的な産業において，家族経営における

労働力は戦略的経営資源として活用されているのである。 

 中川氏が指摘するように，近代企業経営においても家業的要素は残っており，家業から企業

                                                           
47) 他に末松［1978］。家業を中心的なテーマとして扱ってきた社会学の分野では，光吉［1997］，立命館大学［1957］，
岩本［1985］等がある。青木［2002］は戦後の酒造経営を事例として，家族経営の市場変化への適応過程を実
証している。清成他［2004：164］によれば，家業はあくまで家の事業であり，個人的事情や家庭の事情より
も，「家業」の事情の方が優先され，経営目的も継続が優先されるとする。中川［1981］による「規律にもとづ
いた組織的行動の積み重ねることによって家業が現れる」に関して，立命館大学［1957］では三代にわたり継
続されれば，「家業」と呼ぶことができる，とする。近江商人に関する研究（安岡他［1995］，安藤他［1996］，
上村［1996］，末永［1997］等）では家業存続のための「家訓」に関する研究も多い。 

48) この場合，妻に限定されない。家族従業者も同様である。 
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への脱皮は容易でない。零細小売業研究において，所得構造の変化など経済的要因だけで立地

や労働を見るのではなく，家業論的アプローチからの検討が個人商店から企業へと転換する契

機とは何かを明らかにする上でも必要となる。 

お わ り に 

 先行研究では生業的経営で，資本主義の発達とともに消滅するとされた零細小売業は，階層

的組織と異なり意思決定の機動性を持ち，柔軟性を持つ労働力や血縁的忠誠心などの経営資源

を有効に活用して，仕入れ・販売・経営という経済活動を行っていた。それだけでなく，社会

的交換としての活動によって地域住民の生活を支える基盤となっていたのである。そのような

「律儀」ともいえる経営姿勢が零細小売業を長く大量の層として存在させる存立条件となって

いたのである。 

その零細小売業の存立が厳しい時を迎えている。零細小売業は，80年代以降その数を大きく

減少させた。しかし，それでもなお，今日百万近い大量の層として根強く存在している。 

 その存在の意味を中小企業論的アプローチでは発展の可能性がない存在という前提で議論し

たゆえに社会問題として捉え，商業論的アプローチにおいても衰退していく弱者として捉えた

ゆえに十分に解明できなかったのである。この 2つのアプローチだけでは零細小売業の動態的

な実態を捉え切れなかったのである。 

 零細小売業はそれを支える経営体の労働力の質によって規定される。また簡単には組織化で

きないという限界を持ってはいるが，経済合理性からだけで見るのではなく，労働市場と社会

的交換の場としての零細小売業に視点を当てて，その意味を検討する必要がある。それは家業

論を含めたアプローチから多面的に検討することである。 

 二重構造論の下で存在自体が問題とされた「家族就業を中心とする小零細企業や自営業が依

然として多数存在し，さらに自営業主が増加していたことが日本経済にとってどういった意味

をもっていたのか」［植田 2004：30］。現実の商店経営の実証的な分析から検討した上で，「社

会や経済に対する貢献に結びつけていくような条件整備と企業努力が必要」［植田 2004：15-17］

である 49)。そのためにも零細小売業研究が重要となっている。 

 

 

 
                                                           

49) 清成は，優良企業と劣弱企業の中間に存在する多数派のレベルが高いことが日本経済の特徴で，「高裾野」の
中小企業の存在が日本経済の国際競争力の強さを維持してきたとする［清成 1997a：202-222］。この零弱企業
にもさまざまな層があり，零細小売業が入るとしても，このような層のひとつ一つに対しても研究の視点を当

てていくことが経済社会のさまざまな問題や現象を理解することになる。 
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